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In recent years, the number of Japan-based companies that use offshore development in information system 
development has been increasing. Offshore development is to entrust system development work to overseas 
system development companies and overseas subsidiaries. The introduction of offshore development can enjoy 
the merit of cost reduction and resource securing. However, in offshore development, several issues also exist.  
On the other hand, near-shore development has attracted attention as a way of solutions to deal with the 
problem of offshore development. Nearshore development is to utilize domestic local cities and entrust system 
development work to domestic system development companies. 
The merit of nearshore development is that it can maintain and secure high quality and security. In this 
research, we take cases of a two domestic and two foreign-affiliated system companies in Okinawa and consider 




























沖縄県は，図 1に示すように，約北緯 24度から 28度，東経 122度から 132度に位置，東シナ海と
太平洋に挟まれた鹿児島県の薩南諸島を除く南西諸島の沖縄諸島や先島諸島，大東諸島で構成（41市
町村）されている。沖縄県の総人口 1,447,134人（推計人口，2018年 3月 1日），沖縄県民の約 9割が





















































（出所）沖縄県商工労働部産業政策課（2018）『経済特区沖縄』沖縄県と google map より筆者作成。 
図 1. 沖縄とアジアの位置関係 

































織）は，日本国内の IT ベンダー11と業務の契約を行うことになる。そのうえで，日本の IT ベンダー
は，海外（外国）の第三者事業者，または自社（あるいは自社グループ）海外拠点の情報システム開
発会社へ情報システム開発業務をアウトソーシングする“内⇔内⇔外”のビジネスモデルである。 
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内閣府の新沖縄情報通信産業振興検討会第 3回検討会でその方向性が提示され，2007年 5月 25日に
情報通信産業の産業集積である沖縄 IT津梁パーク構想事業調査検討会第1回検討会が開催されている。 





社，2008年 194社，2009年 202社，2010年 216社，2011年 237社，2012年 263社，2013年 301社，
2014年 346社，2015年 387社，2016年 427社，そして 2018年 1月には前年比 86.3％増の 454社と増
加している。また，情報通信産業の雇用者数は，1990年～2006年の 11,397人，2008年 16,317人，2009
年 18,075，2010年 20,212人，2011年 21,758人，2012年 23,741人，2013年 24,869人，2014年 25,912






ク（中国）と FPT沖縄 R&D株式会社（ベトナム）の 2社を取り上げる。 
 
3.2. SCSKニアショアシステムズの事例 
SCSKニアショアシステムズ株式会社（SCSK Nearshore Systems Corporation：以下，SCSKニアショ
ア）は，2001 年 5 月 15 日設立，資本金 1 億円、株主は SCSK 株式会社 100％の出資，従業員数 272














































年 11月 7日設立，資本金 1億円，株主はキヤノン ITソリューションズ株式会社とニッセイ情報テク




































図 2. SCSKニアショアシステムズのビジネスモデル 

































クオリサイトのビジネスモデルは，図 3 に示すように，従来はオフショア開発で採用していた Lab
型開発をニアショア開発で応用したものである。このビジネスモデルでは，顧客が中心になって作成
した仕様書通りに開発するプロジェクト型開発とは異なり，要件定義や基本設計等の仕様を固めてい
































拠点として日本と中国に子会社 20社と 4つの支社があり，従業員 7,735人，ソフトウェア開発，及び
情報サービス，業界ソリューションプロバイダの業務でグローバル展開している。 
沖縄ハイシンクの沖縄進出は，沖縄県の情報通信産業振興策による支援のもとで，沖縄 IT津梁パー





































図 3. クオリサイトテクノロジーズのビジネスモデル 











































































図 4. 沖縄ハイシンクのビジネスモデル 




















3.5. FPT沖縄 R&D株式会社の事例 
FPT沖縄 R&D株式会社（FPT Okinawa R&D Co., Ltd.：以下，FPT沖縄 R&D）は，ベトナム大手の
ソフトウェア開発企業の FPT ソフトウェア株式会社の日本法人，2005 年設立の FPT ジャパン株式会
社の 100％出資の子会社である（FPT沖縄 R&D HP）。FPT沖縄 R&Dは，FPTグループにおいて日本
とベトナムでのオフショア開発をつなぐニアショア開発の拠点として，2017年 9月設立の情報システ
ム開発会社である。 
FPTソフトウェアは，1999年にベトナム最大の ICT企業である FPTコーポレーション25が 100％出
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（出所）FPT沖縄 R&D HP，及び同社インタビュー調査より筆者作成。 



















































































































































































図 6. ニアショア開発のビジネスモデル 























日本では，2015 年 9 月 30 日施行の労働者派遣法改正法で，施行日以降，特定労働者派遣事業と一
般労働者派遣事業の区別は廃止され，全ての労働者派遣事業は新たな許可基準に基づく許可制となり，
システムエンジニアの特定派遣が廃止されている。特定派遣廃止により，派遣事業会社は運営許可の
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近年の沖縄における大学新設は，2011年設立の 5年一貫制の博士課程を有する沖縄科学技術大学院





円を 2017 年度当初予算案に計上しているが，IT 分野の大学新設や学部設立の目途は立っていないの
が現状である。沖縄では，県内での IT分野の人材育成の長期的なビジョンがない課題がある。 






























FPT沖縄 R&D㈱ <https://www.fpt-software.jp/fpt-okinawa/>（2018/8/9閲覧） 
Hirakawa, H., Takahashi, N., Maquito, F.C., Tokumaru, N. (Eds.), 2017, Innovative ICT industrial architecture in 
East Asia : offshoring of Japanese firms and challenges faced by East Asian economies, Springer. 







沖縄タイムス，2018．「IT増える沖縄の IT企業 2018年 1月 6.3%増の 454社 雇用は 4.7%増」，沖縄
タイムス．<https://www.okinawatimes.co.jp/articles/-/281350>（2018/8/9閲覧） 
㈱沖縄ハイシンクHP <http://www.ohcc.co.jp/> （2018/8/9閲覧） 



























6 SNS（Social Networking Service）とは，インターネットを介して人間関係を構築できるスマートフォンやタブレット端末，PC用の
サービスの総称である。代表的 SNSには，MySpace，Friendster，Facebook等があり，国内ではmixi，GREE等がある。 
7 ソーシャルゲーム（Social Game）とは，主にパソコンや携帯電話（スマートフォン），タブレット端末等の SNS（Social Networking 
Service）において提供されるゲームの総称である。 
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8 リソース（Resource）とは，コンピュータが稼働するために必要な CPU（Central Processing Unit）の処理速度やメモリ容量，ハー
ドディスク容量等のハードウェアやソフトウェアといった資源や要素のことである。また，情報システム開発においては，プロジ
ェクトの遂行に必要な人手や資金，設備等が該当する。 
9 経済産業省では，2020年 36.9万人，2030年 78.9万人の ITエンジニアが不足すると試算している（経済産業省，2016）。 
10 オフショア開発における委託分類の詳細については，『中国とベトナムのイノベーション・システム－産業クラスターによるイノ
ベーション創出戦略－【第 2版】』，白桃書房を参照のこと（税所，2014）。 





（BRAIN WORKS AFRICA）を設立し，ベトナムでの 20年間のオフショア開発実績を生かして，アフリカにおけるオフショアビ
ジネスを推進している（ブレインワークス HP）。 








ド（In bound），セールス目的にコンタクトセンターから電話をかけるアウトバウンド（Out bound）の 2つに大別できる。 
16 データセンター（Data Center）とは，大量のサーバーを収容し，インターネット接続サービスや保守・運用サービス，大規模な
クラウドサービス，ビックデータ等を提供する施設である。 



















意することで，様々なサービスを利用できる。クラウドサービスは，主に SaaS（Software as a Service），PaaS（Platform as a 
Service），IaaS（Infrastructure as a Service）の 3つの形態で提供されている。 
22 JCP（Java Community Process）の詳細は，同組織のホームページを参照のこと（JCP HP）。 
23 可読性（Readability）とは，読み取れる性質，読み取れる度合等を表す言葉である。 
24 沖縄県では，2002年から 2011年の「沖縄県情報通信産業振興計画」による 420億円，2012年から 2021年の「おきなわ 
Smart Hub構想」による 2015年度分の 110億円の補助金が支給されている。 
25 FPTコーポレーション（FPT Corporation）は，1988年 9月 13日に設立，IT及び電気通信分野を中核事業としている。現在，
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